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（仮訳） 

日本は，グレンデールの当該像の碑文が，日本政府が長期にわたって調査してきた歴

史的文献を正確に描写していないと強く反対している。昨年，ジュネーブでの女子差別

撤廃委員会において，日本の外務審議官は，1990年代に日本が実施した全面的な事実関

係の調査結果について証言した。＜「杉山晋輔外務審議官による国連女子差別撤廃委員

会質疑応答での発言要旨」（2016年2月16日）参照。（20万人の女性を強制的に性奴隷

にしたとする主張を裏付ける証拠の不存在を含む日本の調査結果について議論した。）
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 慰安婦を含む個人の請求権は，1965年の「財産及び請求権に関する問題の解決並びに

経済協力に関する日本国と大韓民国との間の協定」で処理されている。この1965年協定

は，慰安婦問題が政府間の外交問題として取り扱われるべきであることを強調している。

実際，本問題に関する日韓の継続した外交が，米国政府の支持も得て，前述の2015年の

合意にもつながった。日本政府は，2015年の合意を尊重し，非常に誠実に同合意を実施

し続けている。 

 日本は，州やグレンデールなどの地方公共団体が，アメリカ合衆国がその外交政策の

形成において発信すべき統一されたメッセージを損なうことのないよう，特に本件のよ

うな機微な問題について，外交関係に関わってこないことを最も重視している。 
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